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１．保険引受（総論）
○ 保証保険の保険引受額は、令和６年度は3,509億円で、対前年度比▲39億円（98.9%）の減少となったが、令和７年度においては11月末時点

で2,469億円で、対前年同期比171億円（107.4％）の増加となっている。
○ 資金別に11月末時点でみると、農業資金については対前年同期比146億円（108.2％）の増加、このうち農業近代化資金等の農業経営改善資

金が同36億円（108.7％）の増加、農業施設資金が同106億円（114.7％）の増加、農家経済安定施設資金が同17億円（104.1％）の増加
となっている。

一方で、 農業運転資金は同５億円（99.3％）の減となっている。

保険引受の状況

注１：農業経営改善資金とは、近代化、農業改良、青年等就農、公庫転貸、スーパーSの各資金をいう。
２：農業経営維持資金とは、畜特、負担軽減、家畜疾病、畜産経営体質強化支援及び危機対応の各資金をいう。（以下同様）

（信用基金データより）

（単位：億円、％）
R元 R2 R3 R4 R5 R6 (対前年度比) R6.11 R7.11 (対前年同期比)

農業経営改善資金 832 725 722 711 669 687 102.6 419 455 108.7 
農業経営維持資金 27 28 17 31 8 12 144.7 2 11 460.8 
農 業 施 設 資 金 1,246 1,210 1,077 1,052 1,026 1,136 110.8 717 823 114.7 
農 業 運 転 資 金 867 971 926 1,004 961 883 91.9 638 633 99.3 

計 2,971 2,934 2,743 2,798 2,664 2,718 102.0 1,776 1,922 108.2 
1,023 828 917 875 726 626 86.2 418 435 104.1 

186 165 142 137 158 166 104.9 103 111 107.9 
4,180 3,927 3,802 3,810 3,548 3,509 98.9 2,298 2,469 107.4 

11 5 - 5 7 6 76.0 5 4 73.2 
4,192 3,932 3,802 3,815 3,555 3,515 98.9 2,303 2,472 107.4 合 計
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１－１ 農業経営改善資金
○ 農業経営改善資金については、令和６年度は対前年度比18億円（102.6%）の増加となり、令和７年11月末時点においても、同36億

円（108.7%）と前年を上回っている。
○ この要因については、公庫転貸資金が毎年減少傾向にある中、農業近代化資金が、農業用施設や農機具等の資金使途に対する引受けを

中心に引受けを伸ばし、対前年同期比59億円（117.7％）の増加となっていることが影響している。

農業経営改善資金保険引受状況

（信用基金データより）

（単位：億円、％）
R元 R2 R3 R4 R5 R6 （対前年度比） R6.11 R7.11 （対前年同期比）

832 725 722 711 669 687 102.6 419 455 108.7 
614 510 525 525 499 530 106.2 333 392 117.7 

(うち建構築物・農機具） 432 353 370 376 366 388 105.9 246 318 129.4 
136 99 100 98 68 59 86.1 36 17 45.9 
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１－２ 農業施設資金の動向
○ 施設資金（注1）については、ここ数年は引受実績が減少傾向にあったが、令和６年度は対前年度比130億円（109.3％）の増加に転じ、

令和７年11月末時点においても対前年同期比175億円（118.1％）の増加となっている。
○ 日本政策金融公庫の農業景況調査（令和７年7月調査）によると、設備投資予定ありと回答した農業者は、農業全体では令和７年度は

60.2％と、令和６年から7ポイント上昇。設備投資意欲が最も高いのは、稲作（都府県：76.5％、北海道：70.9％）で、次いで養豚
（61.8％）となっている。肉用牛（38.3％）では４割を下回っているものの、ほぼ全ての業種で令和６年を上回っている。

また、（一社）日本農業機械工業会の日農工統計出荷実績によると、トラクタ、田植機、防除機、コンバインの令和７年11月末時点での
国内向け出荷台数が対前年同期比で1割程度上回っており、前向きな投資意欲が回復してきたことが背景にあると推察される。

注1：施設資金は、近代化資金（施設資金）、保険料率区分の農業施設資金（プロパー資金）の合計の引受額である。
2：金額は、各年度の累積である。

（信用基金データより）

（日本政策金融公庫の農業景況調査（令和７年7月調査）を基に信用基金作成）

設備投資予定ありの比率の推移

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

５年度 92 184 284 388 485 596 714 883 1,042 1,127 1,220 1,399

６年度 97 203 309 416 523 648 781 968 1,175 1,261 1,355 1,529

７年度 112 214 364 497 622 771 941 1,143
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対前年同期比
118.1%

(単位：％）
R5年 R6年 R7年

農業全体 52.8 53.2 60.2 
酪農（北海道） 33.5 40.7 51.2 
酪農（都府県） 42.8 47.8 55.2 
肉用牛 38.1 40.4 38.3 
養豚 59.0 55.1 61.8 
稲作（北海道） 51.5 54.8 70.9 
稲作（都府県） 60.0 62.1 76.5 
施設野菜 52.1 52.0 55.2 

（出典）(一社)日本農業機械工業会 「日農工統計」

R4 R5 R6 （対前年度比） R6.11 R7.11 (対前年同期比)

トラクタ 32,037 32,576 24,086 73.9 22,209 23,662 106.5

耕うん機 93,987 80,017 70,625 88.3 65,989 58,084 88.0

田植機 16,458 14,009 11,592 82.7 10,585 11,517 108.8

防除機 120,510 96,615 91,401 94.6 86,650 100,007 115.4

刈払機 540,372 488,765 499,056 102.1 481,932 481,761 100.0

コンバイン 11,531 10,459 10,039 96.0 9,429 10,172 107.9

農用運搬車両 8,352 7,232 6,437 89.0 5,962 5,847 98.1

農業機械の国内向け出荷台数の推移 (単位：台、％)



１－３ 農業運転資金の動向
○ 運転資金（注1）については、令和６年度は対前年度比▲69億円（94.1％）と下回っており、令和７年11月末時点においても対前年

同期比13億円（98.3％）の減少となっている。
〇 肥料及び飼料等の資材価格が、引き続き高水準で推移していることもあり、今後も運転資金のニーズは堅調に推移するものと推察される。

（信用基金データより）

注1：運転資金は、近代化資金（運転資金）、農業経営改善促進資金、保険料率区分
の農業運転資金（プロパー資金）の合計の引受額である。

2：金額は、各年度の累積である。
3：「物価高騰以前」の数値は令和元年度実績である。
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４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

物価高騰以前 63 112 154 504 570 608 663 725 821 889 984 1,101

５年度 56 123 174 540 608 662 716 799 911 988 1,0641,172

６年度 53 119 162 530 602 651 694 761 851 927 995 1,103

７年度 58 127 174 529 587 633 688 748
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○ 農家経済安定施設資金については、当該資金の大宗を占める農業者向けの農家住宅資金の減少の影響により、令和６年度は対前年度比
▲100億円（86.2%）減少したが、令和７年度は、11月末時点で対前年同期比17億円（104.1％）の増加に転じている。

○ 全国的な新規住宅着工については、令和６年度は、法令改正に伴う駆け込み需要により対前年度比101.6％と増加したものの、令和３年
度以降減少傾向が続いており、農業者の高齢化や人口減少といった構造的要因のほか、建築工事費が上昇し続けていることを受け、保証保険
引受も減少傾向にあったが、令和7年度においてはJAバンクの住宅ローン新規貸出伸長に伴い、11月末時点では対前年同期実績を上回って
いる。

１－４ 農家経済安定施設資金

（信用基金データより）

農家経済安定施設資金の引受実績 （単位：億円、%）
R元 R2 R3 R4 R5 R6 （対前年度比） R6.11 R7.11 （対前年同期比）

農家経済安定施設資金 1,023 828 917 875 726 626 86.2 418 435 104.1
　　うち農家住宅資金 961 780 840 810 674 597 88.6 400 426 106.6
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２．保険金支払
○ 保証保険の保険金支払については、近年減少傾向にあったが、令和５年度に対前年度比で９億円の増加（151.2％）、令和６年度は６

億円の増加（125.9％）と推移したが、令和７年11月末時点においては前年同期比85.1％と減少としている。
○ 事故原因別にみると、令和７年11月末時点において、「生産資材価格高騰」が増加しており、この要因としては、肥料や飼料等の資材価格

が高水準を維持していることが影響していると考えられる。

保険金支払の状況

（信用基金データより）

大口保険支払事前協議案件数の状況

（単位：百万円、％）
区　　　　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 (対前年度比) R6.11 R7.11 (対前年同期比)

保 証 保 険 計 2,464 2,001 1,934 1,761 2,663 3,351 125.9% 1,886 1,605 85.1%

案件数
R3 ２件
R4 ７件
R5 ９件
R6 15件
R5.11 7件
R6.11 11件
R7.11 8件
（信用基金データより）

事故原因別保険金支払状況の推移 （金額単位：千円，％）

金額増減

金額 割合 金額 割合

管理不足 295,133 15.6 297,223 18.5 2,090 

技術不足 154,560 8.2 126,501 7.9 △ 28,059 

経営上の負債過多 556,573 29.5 217,368 13.5 △ 339,205 

生活上の負債過多 96,560 5.1 100,834 6.3 4,274 

資金蓄積不足 16,915 0.9 29,982 1.9 13,067 

生産物・製品価格暴落 44,118 2.3 48,509 3.0 4,391 

生産資材価格高騰 168,627 8.9 271,782 16.9 103,155 

本人の死亡・病気 255,977 13.6 198,917 12.4 △ 57,060 

家族の死亡・病気 44,967 2.4 61,505 3.8 16,539 

災害 73,128 3.9 58,757 3.7 △ 14,371 

他人の保証倒れ 1,583 0.1 108 0.0 △ 1,475 

兼業の不振 37,136 2.0 49,976 3.1 12,840 

取引先の不振 － 0.0 16,366 1.0 16,366 

失業 35,805 1.9 34,245 2.1 △ 1,559 

その他 105,103 5.6 92,709 5.8 △ 12,394 

計 1,886,185 100.0 1,604,782 100.0 △ 281,403 
（信用基金データより）

R6.11 R7.11
事故原因



３．回収金
○ 保証保険の回収金については、令和６年度は17億円（対前年度比98.3％）と減少傾向が続いていたが、令和７年度は、11月末時点で

17億円（対前年同期比154.7％）と増加に転じている。
○ 令和７年度は増加に転じたものの、回収金は案件ごとの事情によって年度ごとに増減する性格のものであり、近年は保険金支払案件が少なく、

回収対象となる求償権残高そのものの減少傾向が続いていることから、今後も大きな増加は見込まれないと考えられる。

（信用基金データより）

回収金の状況

求償権残高については、令和元年度末と令和６年度末を
比較すると18.8％減少。

（信用基金データより）
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（単位：百万円）
区　　　　分 R元 R2 R3 R4 R5 R6 (対前年度比) R6.11 R7.11 (対前年同期比)

保 証 保 険 計 2,681 1,911 2,063 1,863 1,699 1,670 98.3% 1,084 1,677 154.7%




